
由仁町地域公共交通会議における地域公共交通確保維持改善事業の概要

１便当たりの利用者目標 ・・ 3.0人
年間延べ利用者数 ・・・・・・ 963人
年間実利用者数 ・・・・・・・・ 37人

協議会開催状況

生活交通確保維持改善計画の目標

令和４年１月７日 令和３年度第２回会議（書面会議）
・地域公共交通確保維持改善計画に係る事業評価（承認）
令和４年6月20日 令和４年度第１回会議
・運行状況（報告）、生活交通確保維持改善計画（協議）
令和４年10月21日 令和４年度第２回会議（書面会議）
・由仁町デマンドバス「由仁北広島線」の運賃区分の変
更について協議（承認）
令和5年１月11日 令和４年度第３回会議（書面会議）
・地域公共交通確保維持改善計画に係る事業評価
（承認）令和４年度事業概要

１

事業実施の目的・必要性

第六次由仁町総合計画に位置付けた「町内の公共交通空白
地域の解消など、町内交通体系の検討・確保」を推進する観点
から、新たな公共交通体系を検証するため、デマンドタクシーの
実証運行を実施し、その実証結果を踏まえ、町内公共交通空
白地に居住する高齢者等に対し、JRや路線バスの接続をはじ
め、公共施設・医療機関・商店街での買い物等の移動手段を確
保し、高齢者の引きこもり防止や地域経済の活性化などの効果
を期待される交通体系を構築する。

運行系統：由仁町内線（運行地域の自宅から由仁町役場、健康元気づくり館、JR由仁駅、由仁町立診療所の間）
運行区域：川端、東三川、中三川、本三川、岩内、山桝及び熊本の一部
運 行 日：月曜日、水曜日、土曜日 ※年末年始（12月31日～1月5日）は運休
運行便数：1日4便 ①便8：15～9：30 ②便11：45～13：00 ③便13：15～14：30 ④便15：45～17：00
運 賃：運行区域に居住する65歳以上の方、1人1乗車につき250円

※運転免許返納者、身体障害者手帳所有者、一定の事由により免許が取り消し、または免許の効力が停止され
た者、一定の理由により免許が与えられなかった者は100円

地域公共交通の現況

・ＪＲ室蘭本線（由仁駅、古山駅、三川駅、）
・JR石勝線（川端駅）
・北海道中央バス㈱、（岩見沢路線三川線）
・夕張鉄道㈱【夕鉄バス】（急行線）



令和４年度事業の実施状況

１）プロセス、創意工夫

・約３年の実証運行結果を基に、曜日変更と時間帯を追加し、平成27年10月1日から本格運行実施
・平成30年度に、運行区域拡大の要望を受け、老人クラブ等での意向調査を踏まえ事業計画を見直した。
・平成30年4月より運行区域に熊本の一部を加え、利用度の低い夕方の⑤便を廃止した。
・新規利用者確保及び利用促進のため、対象区域の老人クラブ出向き、新規登録と利用促進をPRした。

【系統名・運行ルート図】

２

２）運行系統



３

（単位：人） （単位：人）

令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）合計1,054人 令和４年度（令和３年10月～令和４年9月）合計1,189人

３）利用実績

（単位：円） （単位：円）

令和３年度（令和２年10月～令和３年９月）合計212千円 令和４年度（令和３年10月～令和４年９月）合計236千円

４）収入実績



５）事業実施の適切性

６）目標・効果達成状況

1便あたりの利用者数は、目標の3.0人に対し2.7人と目標
値に届かなかった。年間延べ利用者数については、目標の
963人に対し226人増の1,189人で目標に達することができた。

要因としては、新型コロナウイルス感染症の影響は見られ
るが、生活スタイルの変化により、通院目的以外の利用も
徐々に増えている状況である。

また。利用者が固定化されてきているため、実利用者は目
標の37人に対し33人となっている。

1便あたりの利用者数、実利用者数については、新規登録
者がいるが、実際に利用されていない状況である。

４

７）事業の今後の改善点

利用者の固定化が進んでいる。また、新規の利用登録
があったが、実際の利用には至っていない部分もあった。
引き続き、新規利用者の確保に努めながら、利用者の
ニーズに合った方法を選択し、利用促進に取り組むことが必
要と考える。

事業が計画に位置付けられたとおり、適切に実施された。

８）地方運輸局における二次評価結果

• 自己評価のとおり、事業は適切に実施されている。
• 新型コロウイルスの影響がある中、年間延べ利用者数
の目標は達成することができた。一方で、１便あたりの
利用者数や、新規登録者はいたものの年間実利用者
数目標は達成することができなかったことから、利用
ニーズのくみ上げを行い、更なる利便性向上、利用促
進につながる取組を期待する。

• 持続可能な公共交通を維持する観点から、収支率と
いった事業効率の改善につながる目標を設定すること
もご検討いただくとともに、今後も継続的に維持していく
ために、地域公共交通計画を策定することを強く期待す
る。


